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新たな水際措置（27）における外国人の新規入国規制の見直し概要

どこが自分の業所管省庁
になるのがわかりにくい

スマホアプリの対応状況を
確認するのは負担

外国人の新規入国申請はＥＲＦＳ（入国者フォローアップシステム）に一元化して行います

昨年の新たな水際措置（１９）のご利用にあたっては・・・

入国前 入国直前・入国時 入国後
ログイン申請 外国人新規入国オンライン申請 査証申請 空港検疫 入国後フォローアップ

法人も個人事業主
もＥＲＦＳのＩＤ

を取得可能

入国者はスマホアプリ(MySOS)
をインストール

(ファストトラックも利用可※)

•スマホアプリ(MySOS)で健康情報や位置情報
などをＥＲＦＳに連動させ厚労省が一元管理

•必要な自宅等待機を実施
•受入責任者が問題発生時の緊急連絡先

受入責任者

査証発給は
在外公館がERFS
と受付済証を
確認して行う

申請に必要な書類が多すぎる 審査完了まで時間が
かかりすぎ

•申請先はＥＲＦＳに一元化
•申請に必要な書類の大幅見直し
（申請書・活動計画書等は不要）

※Visit Japan Webサービスを利用すれば入国手続きを更に迅速化することが可能 3



新たな水際措置（27）における外国人の新規入国申請手続き概要

日本国内
外国人新規入国オンライン申請

法人 個人事業主
受入責任者

海外現地
入国準備

新規入国外国人

日本国内
入国後

新規入国外国人

在外公館

外国人新規入国
オンライン申請
システム*

ERFS
(入国者フォロー
アップシステム)

受入責任者

①オンライン上
での申請

(誓約事項の同意)

②受付済証の
オンライン交付

③受付済証の
送付

④受付済証を
呈示して

査証発給申請

⑤申請状況の確認

⑥査証発給

⑦入国
入国者はスマホアプリ

(MySOS)をインストール
(ファストトラック、 Visit 

Japan Webサービスも利用可)

⑧スマホアプリ
(MySOS)を通じて
健康報告や

居所確認を実施

⑩問題発生時に緊
急連絡等を実施

厚生労働省
(入国者健康確認センター)

⑨健康状態等
入国者を管理

*ＥＲＦＳ（入国者フォローアップ
システム）の拡張システム

厚生労働省
(入国者健康確認センター)
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システム概要
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外国人入国者のERFSへの事前申請

① 受入責任者からERFSへ事前申請

② 受付済証のPDFを自動発行
受入責任者はERFSにログインし、
PDFをダウンロード
入国予定者に送付

③ 在外公館は申請状況をERFSで確認
申請に基づき査証発給

※ 受入責任者は緊急連絡先として登録

受入責任者
(企業・団体・個人事業主)

HCO*

ERFS

入国予定者 在外公館

日本国内

現地

入国

①事前申請

②受付済証発行

③査証申請・発給

申請に対して受付済証を自動発行することで、受入責任者の申請事務を大幅に低減

ERFS

* HCO：入国者健康確認センター（Health Monitoring Center for Overseas Entrants ） 6



3月以降の緩和概要

通知受信

入国日
（0日目）

入国後
1日目～３日目

日本入国日 待機先到着 待機

入国後３日目入国後２日目

※陰性結果の届出が遅くなると、それに従って待機解除も遅くなります。

入国後4日目朝 入国後8日目朝

非
指
定
国

検査実施・結果送信

指
定
国

Ｖ
あ
り

（
３
回
目
接

種
者
の
み
）

Ｖ
な
し

＋
あ
り

（
１
・
２
回

目
接
種
者
）

フォローアップ

フォローアップ

検査可能
前日通知

検査実施

検査結果届
待機解除の
お知らせ

フォローアップ

入国後7日目

検査可能
前日通知

検査実施

検査結果届
待機解除の
お知らせ

出所時検査

自宅等

自宅等

自宅等

検疫が確保する施設

公
共
交
通

Ｖ
な
し

＋
あ
り

（
１
・
２
回

目
接
種
者
）

公
共
交
通

公
共
交
通

公
共
交
通

Ｖ
あ
り

（
３
回
目
接

種
者
の
み
）

待機なし

※検査を受けない場合待機期間は
７日間となる。

※検査を受けない場合待機期間は
７日間となる。

「待機なし」該当者でも、今後の連絡等のため、空港でMySOSのイ
ンストールは必須。３日間、健康報告は求めるが回答は任意（不要）
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各種ホームページ
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ホームページ – 厚生労働省水際対策HP
水際対策強化に係る新たな措置について
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000
121431_00209.html

外国人の新規入国制限の見直しについて
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00341.html

HCO ERFS ID申請ページ
(次ページ) Q&A

コールセンター
9

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00209.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00341.html


ホームページ – ERFS ID申請ページ（エントリーページ）
https://entry.hco.mhlw.go.jp/

水際対策措置代替法人番号リスト
ERFS利用ガイド
(次ページ)
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ホームページ – 利用ガイド
ログインID申請サイト利用ガイド一覧
https://www.hco.mhlw.go.jp/entry/manual.html

オンラインマニュアル（Teachme）
https://teachme.jp/111284/manuals/14941635/

FAQ
11
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個人事業主の取扱い

 (2)水際対策措置代替法人番号（13桁）を入力

 (5)受入責任者担当者メールアドレスは、フリーメールの利用が可能

 (10)その他必要書類を添付、必要な場合(＊)は備考欄に入力

※ (2) (10)を入力するためのリストは、ログイン申請サイトの〈入力の際の注意事項〉に掲載
＊リスト掲載の「確認方法」が各士業の登録番号などである場合に入力

（例）

12

個人事業主の種類 番号または証明書 代替法人番号（13桁）
クリーニング業 ・都道府県知事等が発行する検査済証・確認済証

・（自治体が発行していない場合）主たるクリーニン
グ師の免許証

KA00000000404



(5)受入責任者担当者メールアドレス

 個人事業主はフリーメールの利用が可能（12Pを参照）

 一方、企業・団体はフリーメールやドメインに企業・団体名の記載がないメールアドレスは原則利用できないが、
以下のように申請することで利用が可能となる場合がある。

【法人番号（※）がある企業・団体】
 税務署に提出した直近年度の法人事業概況説明書の法人名、法人番号、受付済印の３点がわかる部分のみを添付
して申請。電子申請の場合は法人事業概況説明書の提出時に税務署から送られてくる「受付通知」を添付

【法人番号がない企業・団体】
 水際措置代替法人番号のリストを参照の上、該当する「証明書」等を添付して申請

※国税庁指定の13桁の番号。国税庁の以下の法人番号公表サイトから検索可能
https://www.houjin-bangou.nta.go.jp/
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(9)ERFSのログイン申請、外国人新規入国オンライン申請の代行

14

 受入責任者は、入国者健康確認センターに対してERFSのログインID申請および外国人新規入国オン
ライン申請を第三者に代行させることが可能

 ただし、行政書士（法人）でない者が有償で申請手続を代行することは、行政書士法に抵触するおそ
れがあるので、注意いただきたい。

 第三者が代行する場合は、下記の項目を含む委任状等をID申請の際に提出。委任状等の決められたフ
ォーマットはないが、次の必要項目を満たしている必要がある。

【委任状等の必須項目】
1. 委任・委託の日付
2. 委任・委託者：住所、氏名または名称、代表者名、電話番号、メールアドレス
3. 受任・受託者（代理人）：住所、氏名または名称、代表者名、電話番号、メールアドレス
4. 委任・委託事項：入国者健康確認システムによる各種申請手続き、およびそれに伴う個人情報の取り扱い
5. 秘密保持義務：代理人は委任・委託された手続を履行する上で知りえた情報を一切他に漏洩させないこと



ホームページ – 入国者健康確認センター HP
ログインID申請サイト利用ガイド一覧
https://hco.mhlw.go.jp/

ファストトラックの利用 15

https://hco.mhlw.go.jp/


ERFS利用画面
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画面／機能要件 入国事前申請_登録画面① (一人ずつ登録) 
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画面／機能要件 入国事前申請_登録画面②(まとめて登録)
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画面／機能要件 入国事前申請_提出画面
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画面／機能要件 入国事前申請_誓約書画面
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申請対象入国者（以下、単に「入国者」という。）の受入責任者として、以下の事項について同意します。

ア 受入責任者は、入国者に関する「外国人新規入国オンライン申請」、待機施設等の確保、新型コロナウイルス感染症の感染防

止対策や有症状、陽性者の発生時等の対応を行う責任者を置くこと。

イ 入力内容に変更が生じた場合には、入国前に「外国人新規入国オンライン申請」を通じて再登録を確実に行うこと。

ウ 入国者が新型コロナウイルス感染症の有症状又は陽性、体調不良等になった際に備えて、待機場所の近隣の医療機関の所

在・診療時間等の情報を把握しておくこと。

エ 入国者に対して、関連サイトや資料等により、入国の際の検査や待機措置を含む日本の水際対策に関する必要な情報を提供

すること。

オ 入国者が入国前にスマートフォンを用意できる場合には、入国前に①MySOS（入国者健康居所確認アプリ）をインストールする

こと、②可能な限り検査証明などの情報を入国前にMySOSに入力し、事前に審査を終えておくこと、③Visit Japan Webサービス

（入国時に検疫・入国審査・税関申告の入国手続等を行えるウェブサービス）を利用すること、について入国者に案内すること。ス

マートフォンを用意できない場合には、入国時、空港でスマートフォンを借りる必要があることを入国者に案内すること。

カ 入国者の待機施設を確保するとともに、入国者が当該施設に確実に移動できるよう、移動手段についての案内を行うこと。

キ 入国者について、電話・メール等により、待機期間中の待機施設での待機、健康状態についての確認を毎日行うこと（検疫所の

指定する施設での待機の場合を除く。）。また、待機施設に待機していない等の入国者の誓約違反（入国者が入国時の検疫の際

に誓約する誓約書の内容違反）の連絡が入国者健康確認センターや関係行政機関からあった場合には、その是正や調査に協

力すること。

ク 入国者について、待機期間の短縮を行う場合には、要件を満たす検査の受検を手配すること。

ケ 入国者が待機期間中に新型コロナウイルス感染症の有症状又は陽性、体調不良等となった場合、必要に応じて、速やかに医

療機関を受診させること。また、保健所等から指示があった場合にはそれに従うこと。

コ 入国者に対して、感染防止対策を徹底（①不織布マスク着用、②手指消毒の徹底、③「３密（密閉・密集・密接）」の回避）させる

こと。

サ 検疫法、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律、出入国管理及び難民認定法等の水際制度関連法令を

遵守すること。

シ 上記の誓約に違反した場合又は入国者が入国時の検疫の際に誓約する誓約書の内容に違反した場合（いずれも不実の記載

があった場合を含む。）には、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、当該受入責任者の企業・団体等の名称が公表さ

れ得ること、また、当該受入責任者からの「外国人新規入国オンライン申請」を以後受け付けないことがあり得ること。

外国人新規入国オンライン申請時の誓約事項
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画面／機能要件 入国事前申請_一覧画面①
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画面／機能要件 入国事前申請_一覧画面② (受付済証ダイアログ)
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画面／機能要件 受付済証イメージ
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